
（別記３ 別紙様式第４号）

令和７年 10 月 3 日

１ 地域取組主体の概要

7人

（注1）主な組織の事業内容は、具体的に記載する。

（注2）構成員の所在地が複数の都道府県に跨る場合、所在する都道府県名をそれぞれ記入すること。

２ 事業実施体制

（注）実施に必要な関係機関との実施体制を記載する。

穂の華

山形県東置賜郡川西町大字上小松1078-15

阿部 つや子

・農業経営力の向上や会員の交流を深めるための研修会等の開催

・県、町等が開催するイベントへの参加

女性農業者の人数：

（注2）

令和６年度女性の就農環境改善・活躍推進事業

（女性農業者グループの活動支援）計画書

名称

所在地

代表者

主な組織の事業内容

（注1）

町内外女性農業者

・各種イベントでの交流

や情報交換

穂の華

・農業経営力の向上や会員の交流

を深めるための研修会等の開催

・会員の募集

・女性農業者を対象としたイベン

トへの参画

川西町、山形県置賜総合支

庁（農林部門）

・農政に関する情報提供

・補助事業による支援



３ 女性農業者グループの立ち上げ、グループ活動の開始又は発展のための新たな取組に係る計画

取組区分

②研修会

 ・講師 農林水産省女性活躍推進室

 ・内容 国の女性農業者支援策

     女性農業者に期待すること

 ・趣旨 国の支援策について女性農業者は知る

機会が少ないため、意見交換しながら制度の理解

を深め、活用していく。オンラインでも開催し、

会員以外の町内外女性農業者にも参加してもら

う。

③視察研修

 ・講師 農林水産省女性活躍推進室、技術普及

課、農業環境対策課

 ・内容 ①国の女性農業者支援制度や全国的に

活躍する女性農業者の取り組みを学び、意見交換

を行う。

②スマート農業分野の取り組み

③国際水準GAP認証

 ・趣旨 国の担当者と直接意見交換することで

資料からは読み取れない政策に込める想いや背景

を理解する。

7

⑥その他（勉強会） イ

③勉強会

 ・内容 上記研修後、会員同士で報告会や商品

パッケージや農園ブランドを考える打合せを行

う。

また、会員個人のSNSでも活動内容を報告する。

（視察研修を通してROSELABOさんとの交流が図

られるため、その活動内容をSNSを通して発信す

る）

2 7

1 32

(注1)

(注2)

(注3)

取組ごとに具体的に記載すること。また、事業実施主体は、本計画をホームページへ公表する際は、「事業費」及び「国

庫補助金」の欄を削除すること。

「内容」の欄に取組の実施場所・範囲についても記載すること。

「取組区分」から該当する区分番号を選択し、記載すること

区分番号 実施回数
参加する女

性農業者の

人数

（１）地域内で活動する場合（注）

①商品等開発 ②先進地視察 ③会員募集・農業体験の受入等に係る取組

④研修会 ⑤マルシェ開催に向けた取組 ⑥その他

内容時期 備考

計

①現地研修会

 ・講師 ROSE LABO株式会社 代表取締役

田中 綾華氏（埼玉県深谷市）

 ・内容 食用バラの６次産業化に関する取り組

みの講演と意見交換、農園視察、食用バラ取り扱

いレストラン視察講演についてはオンラインでも

開催し、会員以外の町内外女性農業者にも参加し

てもらう。

 ・趣旨 田中代表の実体験に基づいた失敗談や

成功談、資金繰りや販路先確保の方法、ブラン

ディング手法について理解を深める。

R7.12、R8.3

④研修会 R7.11 ア

グループメンバー7名

オンライン参加組18名程度

1

25

グループメンバーにて実施

グループメンバーにて実施



取組区分

0 0 0

(注1)

(注2)

(注3)

（３）企業との協働が含まれる場合（注）

（注1）企業と協働して取り組む内容を記載すること。

※

※

※

計 0

区分番号 時期 内容 実施回数
参加する女

性農業者の

人数

具体的な取組内容

協働する企業名

取組ごとに具体的に記載すること。また、事業実施主体は、本計画をホームページへ公表する際は、「事業費」及び「国

庫補助金」の欄を削除すること。

「内容」の欄に連携の内容、取組の実施場所・範囲についても記載（都道府県を越える連携・活動内容について明記）す

ること。

「取組区分」から該当する区分番号を選択し、記載すること

①商品等開発 ②先進地視察 ③会員募集・農業体験の受入等に係る取組

④研修会 ⑤マルシェ開催に向けた取組 ⑥その他

事業費

（千

円）

備考
国庫補助金

国が必要と求める資料については、求めに応じ、遅滞なく提出しなければならない。

添付資料のうち、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURLを記載すること

により当該資料の添付を省略することができる。

必要に応じ、計画の詳細等を記載した資料を添付すること。

（２）都道府県を越えた活動が含まれる場合（注）


